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今回 前回比 先行き 今回比

業況ＤＩ ▲ ２２ ▲ 4 ▲ 16 ＋ 6

売上ＤＩ ▲ ２３ ▲ 6 ▲ ２0 ＋ ３

利益ＤＩ ▲ ３4 ▲ ３ ▲ ３7 ▲ ３

仕入価格ＤＩ 56 ＋ 14 58 ＋ ２

販売価格ＤＩ 8 ＋ 7 1３ ＋ 5

設備ＤＩ ▲ 9 ＋ 1 ▲ 9 ± 0

労働力ＤＩ ▲ 44 ▲ ２ ▲ 4２ ＋ ２

在庫ＤＩ ▲ 1 ▲ 1 1 ＋ ２

資金繰りＤＩ ２ ▲ 1 ▲ 1 ▲ ３

第₆波 感染規模は過去最大も、業況悪化は小幅に
～第122回熊本県内企業業況判断調査－2022年₃月調査－～

【調査結果の概要】

≪本調査の概要≫

➢今回調査（２0２２年₁～₃月期）の業況ＤＩは、前回調査から₄ポイント（以下、p）悪化の▲２２。
先行き（２0２２年₄～₆月期）は₆p改善の▲16。

➢売上ＤＩは₆p悪化の▲２３、利益ＤＩは₃p悪化の▲３4。
➢仕入価格ＤＩは14p上昇の+56、販売価格ＤＩは₇p上昇の+₈。
➢設備ＤＩは₁p上昇の▲₉、労働力ＤＩは₂p低下の▲44。
➢在庫ＤＩは₁p悪化の▲₁、資金繰りＤＩは₁p悪化の+₂。

1．対象企業 県内主要企業　7３8社
２ ．調査時点 ２0２２年₂月₁日～₂月18日

３ ．対象期間 ２0２２年₁～₃月期実績
２0２２年₄～₆月期見通し

4．回答状況 回答企業　２３4社　　回答率　３1.7％

今　回＝２0２２年₁～₃月期
前　回＝２0２1年10～1２月期
先行き＝２0２２年₄～₆月期
割合の差：ポイント、p

ＤＩ＝「プラス」回答の割合－「マイナス」回答の割合
　業況ＤＩ＝「良い」－「悪い」
　売上・利益ＤＩ＝「増加」－「減少」
　仕入価格・販売価格ＤＩ＝「上昇」－「下落」
　設備・労働力・在庫ＤＩ＝「過剰」－「不足」
　資金繰りＤＩ＝「楽である」－「楽ではない」

図表１　全産業 業況ＤＩ長期推移（2007年₃月調査～）

≪用語≫

※詳細な全業種の業況ＤＩの長期推移（２007年₃月調査～）は資料編（２1ページ～）に掲載
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（１）業況判断
　業況ＤＩは全産業で₄p悪化の▲22、製造業で₁p悪化の▲₆、非製造業で₆p悪化の▲28だった。
　先行きは全産業で₆p改善の▲16、製造業で₈p改善の+₂、非製造業で₅p改善の▲23の見通し（図
表₁、₂）。
　コロナ第₆波の影響もあり、多くの業種で厳しい業況判断となっているが、悪化は小幅にとどまっ
ている。一方で、先行きは小幅改善が見込まれるものの、改善の動きは力強さに欠ける。
　なお、今回調査はロシア軍によるウクライナ侵攻前に実施しており、影響が考慮されていないこと
にご留意いただきたい。

①第₆波は「過去最大の感染規模」だが、業況悪化は小幅にとどまる
　コロナ第₆波が到来し、今回調査の直前に再び行動制限が開始された。コロナ第₆波は過去最大の
感染者数を記録したが、個人消費に関連する業種では小売業で▲47（前回比▲₂p）、個人サービス
業で▲42（同±₀p）と、概ね横ばい推移。全産業でも業況判断は小幅悪化にとどまった（図表₂）。

②製造業は食料品とそれ以外で差が拡大、全体では概ね横ばい
　原材料の高騰もあり、食料品製造業で▲53（前回比▲24p）と低い。一方、県南豪雨の復興需要の
恩恵を受けるコンクリート関連など、一部が好調な食料品以外の製造業で+13（同+₉p）改善。製造
業は食料品とそれ以外で業況の差が拡大した。なお、製造業全体でみると概ね横ばい（図表₂、自由
回答）。

③仕入価格の高騰と人手不足が続き、特に建設業と運輸業で業況判断を下げている
　建設業と運輸業において、仕入価格の高騰や人手不足などもあり、業況判断を下げている。仕入価
格では、鋼材価格などの高騰もあり建設業で+86（前回比+27p）、原油高騰を受け運輸業で+100（同
+₉p）と高い（資料編（₃）、自由回答）。また労働力ＤＩでは、運輸業で▲80（同+₂p）、次いで建
設業で▲62（同▲₃p）とひっ迫している（資料編（₄）、自由回答）。

1 業況判断の結果

2021年
10～12月期

（今回調査）

2022年
₁～₃月期
（先行き）

2022年
₄～₆月期
（先行き）

前回
調査比

今回
調査比

全　産　業 ▲ 18 ▲ 22 ➡ ▲ 16 ➡
製　造　業 ▲ 5 ▲ 6 ➡ 2 ➡
食料品製造業 ▲ ２9 ▲ 5３ ➡ ▲ 11 ➡
食料品以外の製造業 4 1３ ➡ 7 ➡

非 製 造 業 ▲ 22 ▲ 28 ➡ ▲ 23 ➡
建　 設　 業 0 ▲ 17 ➡ ▲ 10 ➡
生産財卸売業 ▲ 14 ▲ 9 ➡ ▲ ２9 ➡
消費財卸売業 ▲ 6２ ▲ 64 ➡ ▲ 60 ➡
小　 売　 業 ▲ 45 ▲ 47 ➡ ▲ ３0 ➡
運　 輸　 業 ▲ ３6 ▲ 50 ➡ ▲ ２0 ➡
事業所サービス業 ▲ 5 ▲ 10 ➡ ▲ 7 ➡
個人サービス業 ▲ 4２ ▲ 4２ ➡ ▲ 41 ➡

図表２　全産業 業況ＤＩの最近の推移

➡ 改善（上昇）

➡ 横ばい
➡ 悪化（低下）

※前回比、今回比

【自由回答より（抜粋）】
◦原油高の影響が大きい。（運輸業）
◦コロナ禍により工期のズレが生じ、年度明けに集中して繁忙期が続き、２0２３年度までは人手不足で人

件費の高騰が予想される。（建設板金業）

【自由回答より（抜粋）】
 ◦災害復興で需要増。(コンクリート製造業)
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➢売上ＤＩは全産業で₆p悪化の▲23、製造業で横ばいの▲12、非製造業で₈p悪化の▲27だった。
　先行きは全産業で₃p改善の▲20、製造業で₇p改善の▲₅、非製造業で₁p改善の▲26の見通し（図
表₃、図表₄）。

➢利益ＤＩは全産業で₃p悪化の▲34、製造業で₆p悪化の▲26、非製造業で₂p悪化の▲37だった。
　先行きは全産業で₃p悪化の▲37、製造業で₁p改善の▲25、非製造業で₅p悪化の▲42の見通し。
　前回調査に続き全ての業種でマイナス水準での推移となっている（図表₃、図表₄、資料編（₂））。

（１）売上・利益　
2 調査項目ごとの状況

売上ＤＩ
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

全産業ＤＩ ▲ 17 ▲ ２３ ➡ ▲ ２0 ➡
製造業 ▲ 1２ ▲ 1２ ➡ ▲ 5 ➡

非製造業 ▲ 19 ▲ ２7 ➡ ▲ ２6 ➡

図表3　売上ＤＩ・利益ＤＩ

図表4　売上ＤＩ・利益価格ＤＩの推移

利益ＤＩ
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

全産業ＤＩ ▲ ３1 ▲ ３4 ➡ ▲ ３7 ➡

製造業 ▲ ２0 ▲ ２6 ➡ ▲ ２5 ➡
非製造業 ▲ ３5 ▲ ３7 ➡ ▲ 4２ ➡

～売上ＤＩ、利益ＤＩともに悪化～

自由回答より（抜粋）
【売上】◦外食産業を中心に時短営業の影響を受け減少傾向となります。(惣菜等製造業)

先
行
き

先
行
き
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➢仕入価格ＤＩは全産業で14p上昇の+56、製造業で13p上昇の+65、非製造業で14p上昇の+53だった。
　先行きは全産業で₂p上昇の+58、製造業で₆p上昇の+71、非製造業で₁p悪化の+52の見通し。
　原油など多くの市況商品の値上がりが広く影響しているとみられ、製造業では食料品製造業+63
（前回比+39p）、食料品以外の製造業+65（同+₃p）ともに高い。非製造業では運輸業で+100（同
+₉p）と目立ち、建設業で+86（同+27p）、生産財卸売業で+68（同+₉p）と高い水準（図表₅、
図表₆、資料編（₃））。

➢販売価格ＤＩは全産業で₇p上昇の+₈、製造業で15p上昇の+18、非製造業で₃p上昇の+₄だった。
　先行きは全産業で₅p上昇の+13、製造業で₄p上昇の+22、非製造業で₆p上昇の+10の見通し。
　仕入価格ＤＩの上昇（全産業・前回比+14p）と比較し、販売価格ＤＩの上昇（同+₇p）は小幅。原価
上昇に見合う販売価格の引き上げを課題としている事業者が多いものとみられる（図表₅、図表₆）。

図表6　仕入価格ＤＩ・販売価格ＤＩの推移

（２）仕入価格・販売価格 ～仕入価格ＤＩの上昇と比べ販売価格ＤＩの上昇は小幅～

仕入価格ＤＩ
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

全産業ＤＩ 4２ 56 ➡ 58 ➡
製造業 5２ 65 ➡ 71 ➡

非製造業 ３9 5３ ➡ 5２ ➡

図表5　仕入価格ＤＩ・販売価格ＤＩ

販売価格ＤＩ
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

全産業ＤＩ 1 8 ➡ 1３ ➡
製造業 ３ 18 ➡ ２２ ➡

非製造業 1 4 ➡ 10 ➡

自由回答より（抜粋）
【仕入・販売価格】◦₄月以降、交換用タイヤの仕入価格の値上げに加え、労務コストの上昇で、販売

価格への転嫁が必要。（自動車用品販売業）

先
行
き

先
行
き
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（３）設備・労働力　
➢設備ＤＩは全産業で₁p上昇の▲₉、製造業で₂p上昇の▲₃、非製造業で₁p上昇の▲11だった。
　先行きは全産業で横ばいの▲₉、製造業で₂p低下の▲₅、非製造業で横ばいの▲11の見通し。
　全体では概ね横ばいだが、コロナ禍にあっても設備更新などを要するホテル業を含む個人サービス
業で▲33（前回比▲₈p）と、直近₂回の調査に続き全産業で最も低い（不足）水準（図表₇、図
表₈、資料編（₄））。

➢労働力ＤＩは全産業で₂p低下の▲44､ 製造業で₈p低下の▲45、非製造業で横ばいの▲43だった。
　先行きは全産業で₂p上昇の▲42、製造業で₉p上昇の▲36、非製造業で₂p低下の▲45の見通し。
　運輸業で▲80（前回比+₂p）、建設業で▲62（同▲₃p）と、特に水準が低い。その他の業種でも
低下が多くみられ、全産業でコロナ禍前水準の人手不足の状況となっている（図表₇、図表₈、資
料編（₄））。

～設備ＤＩは概ね横ばい、労働力ＤＩはコロナ禍前水準～

設備ＤＩ
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

全産業ＤＩ ▲ 10 ▲ 9 ➡ ▲ 9 ➡
製造業 ▲ 5 ▲ ３ ➡ ▲ 5 ➡

非製造業 ▲ 1２ ▲ 11 ➡ ▲ 11 ➡

図表７　設備ＤＩ・労働力ＤＩ

図表8　設備ＤＩ・労働力ＤＩの推移

労働力ＤＩ
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

全産業ＤＩ ▲ 4２ ▲ 44 ➡ ▲ 4２ ➡
製造業 ▲ ３7 ▲ 45 ➡ ▲ ３6 ➡

非製造業 ▲ 4３ ▲ 4３ ➡ ▲ 45 ➡

自由回答より（抜粋）
【設　備】◦機械設備導入の準備を進めているが、コロナの影響で半導体などの部品が入らず納期が遅

れている。（化学製品製造業）
【労働力】◦人手不足により売上が制限される。（土木工事業）

先
行
き

先
行
き
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（４）在庫・資金繰り　
➢在庫ＤＩは全産業で₁p悪化の▲₁、製造業で₃p悪化の±₀、非製造業で₁p上昇の▲₂だった。
　先行きは全産業で₂p上昇の+₁、製造業で₅p上昇の+₅、非製造業が₁p低下の▲₃の見通し。
　製造業がプラス（過剰）水準で推移、特に食料品製造業は+26（前回比+₂p）と、全ての業種で最
も高い水準（図表₉、図表10、資料編（₅））。

➢資金繰りＤＩは全産業で₁p悪化の+₂、製造業で12p悪化の▲₃、非製造業で₄p改善の+₄だった。
　先行きは全産業で₃p悪化の▲₁、製造業で₅p改善の+₂、非製造業で₆p悪化の▲₂の見通し。
　食料品製造業で▲11（前回比▲11p）、運輸業で▲10（同+₈p）、個人サービス業で▲₈（同+24p）
とマイナス水準で推移しているなど、一部の業種で厳しい状況となっている（図表₉、図表10、資
料編（₅））。

先
行
き

先
行
き

～在庫ＤＩは概ね横ばい、資金繰りＤＩは業種で差～

在庫ＤＩ
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

全産業ＤＩ 0 ▲ 1 ➡ 1 ➡
製造業 ３ 0 ➡ 5 ➡

非製造業 ▲ ３ ▲ ２ ➡ ▲ ３ ➡

図表９　在庫ＤＩ・資金繰りＤＩ

図表10　在庫ＤＩ・資金繰りＤＩの推移

資金繰りＤＩ
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

全産業ＤＩ ３ ２ ➡ ▲ 1 ➡

製造業 9 ▲ ３ ➡ ２ ➡
非製造業 0 4 ➡ ▲ ２ ➡

なお、各調査項目の業種別ＤＩについては【資料編】（₈～10ページ）に掲載しております。
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（１）経営課題として重視する項目　
　経営課題と考えている項目では、人手・人材に
関する項目（｢人手不足・人件費の高騰｣、｢人材
育成・働き方改革｣）を、概ね₅割の事業者が挙
げた。次いで ｢燃料・材料・仕入価格等の高騰（以
下、燃料等の高騰）｣ で45.1％となっている。｢デ
ジタル化への対応（同、デジタル化）｣、売上に関
する項目（｢売上の回復｣、｢需要・客層の変化へ
の対応｣）は₃割超が挙げた（図表11）。

（２）業種・業況による比較　
　経営課題として重視する項目を ｢人手・人材｣、　
｢売上｣、｢燃料等の高騰｣、｢デジタル化｣ の₄項
目に集約し、それぞれ業種・業況による比較を
行った。
　｢人手・人材｣ に関しては、業種や業況を問わ
ず割合は₇割超に上った。従業員の雇用や待遇、
働き方改革などによる関心の高まりが背景にある
とみられる。
　｢売上｣ に関しては、全産業で51.9％とほぼ半
数の企業が重視し、非製造業が製造業を上回るが、
差は2.6pと小幅。一方、｢業況悪い｣で79.0％と｢業
況良い｣ を50p超上回る。なお、売上が業況判断
を大きく左右するため、業況による課題認識の差
は当然のことと言える。
　｢燃料等の高騰｣ では、｢製造業｣で63.1％と ｢非
製造業｣ を25.0p上回っている。執筆時点で原油
や鋼材価格の高騰がさらに進んでおり、事業への
影響が拡大しているとみられることから、経営課
題として重視する姿勢は強まるものと考えられる。
なお、業況による差は1.4pと、ほぼ同水準となっ
ている。
　｢デジタル化｣ では、｢製造業｣ で38.5％と ｢非
製造業｣ を4.6p上回る。なお、業況による差は3.3p
と、ほぼ同水準となっている。業況とは関係なく
共通の取組課題であるとみられる（図表12）。

3 コロナ後の経営課題について

図表12　コロナ後の経営課題
　　　　　　　（業種・業況による比較）

図表11　コロナ後の経営課題（複数回答）
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（１）全産業の業況ＤＩの長期推移（2007年 3 月調査～）

第122回熊本県内企業業況判断調査　資料編

（２）売上ＤＩ・利益ＤＩ
売上ＤＩ 利益ＤＩ

2021年
10～12月期

（前回調査）

2022年
₁～₃月期

（今回調査）

2022年
₄～₆月期
（先行き）

2021年
10～12月期

（前回調査）

2022年
₁～₃月期

（今回調査）

2022年
₄～₆月期
（先行き）前回調査比 今回調査比 前回調査比 今回調査比

全　産　業 ▲ 17 ▲ 23 ➡ ▲ 20 ➡ ▲ 31 ▲ 34 ➡ ▲ 37 ➡
製　造　業 ▲ 12 ▲ 12 ➡ ▲ 5 ➡ ▲ 20 ▲ 26 ➡ ▲ 25 ➡
食料品製造業 ▲ 47 ▲ ３２ ➡ 0 ➡ ▲ ３5 ▲ ３7 ➡ ▲ ３7 ➡
食料品以外の製造業 0 ▲ 4 ➡ ▲ 7 ➡ ▲ 15 ▲ ２２ ➡ ▲ ２0 ➡

非 製 造 業 ▲ 19 ▲ 27 ➡ ▲ 26 ➡ ▲ 35 ▲ 37 ➡ ▲ 42 ➡
建　 設　 業 ▲ ２8 ▲ ３1 ➡ ▲ ３1 ➡ ▲ ３8 ▲ 59 ➡ ▲ 5２ ➡
生産財卸売業 ▲ 14 ▲ 14 ➡ ▲ ３8 ➡ ▲ ２３ ▲ 5 ➡ ▲ ３３ ➡
消費財卸売業 ▲ ３8 ▲ ２0 ➡ ▲ ３0 ➡ ▲ 69 ▲ ２7 ➡ ▲ ２7 ➡
小　 売　 業 ▲ 41 ▲ 47 ➡ ▲ ３0 ➡ ▲ 48 ▲ 57 ➡ ▲ 5３ ➡
運　 輸　 業 ▲ 9 ▲ ３３ ➡ 11 ➡ ▲ 64 ▲ 78 ➡ ▲ 56 ➡
事業所サービス業 ２ ▲ 10 ➡ ▲ 17 ➡ ▲ 14 ▲ 17 ➡ ▲ ２7 ➡
個人サービス業 ▲ 15 ▲ ３8 ➡ ▲ ３6 ➡ ▲ ３0 ▲ 4３ ➡ ▲ 5２ ➡  

先
行
き

先
行
き
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（５）在庫ＤＩ・資金繰りＤＩ
在庫ＤＩ 資金繰りＤＩ

2021年
10～12月期

（前回調査）

2022年
₁～₃月期

（今回調査）

2022年
₄～₆月期
（先行き）

2021年
10～12月期

（前回調査）

2022年
₁～₃月期

（今回調査）

2022年
₄～₆月期
（先行き）前回調査比 今回調査比 前回調査比 今回調査比

全　産　業 0 ▲ 1 ➡ 1 ➡ 3 2 ➡ ▲ 1 ➡
製　造　業 3 0 ➡ 5 ➡ 9 ▲ 3 ➡ 2 ➡
食料品製造業 ２4 ２6 ➡ ３7 ➡ 0 ▲ 11 ➡ ▲ 5 ➡
食料品以外の製造業 ▲ 4 ▲ 11 ➡ ▲ 9 ➡ 1３ 0 ➡ 4 ➡

非 製 造 業 ▲ 3 ▲ 2 ➡ ▲ 3 ➡ 0 4 ➡ ▲ 2 ➡
建　 設　 業 ― ― ― － ― 16 14 ➡ 7 ➡
生産財卸売業 0 0 ➡ ▲ 5 ➡ 14 5 ➡ ▲ 5 ➡
消費財卸売業 8 9 ➡ 0 ➡ ▲ 8 9 ➡ 0 ➡
小　 売　 業 ▲ 10 ▲ 7 ➡ ▲ ３ ➡ 0 ▲ ３ ➡ ▲ 7 ➡
運　 輸　 業 ― ― ― ― ― ▲ 18 ▲ 10 ➡ ▲ ２0 ➡
事業所サービス業 ― ― ― ― ― ２ 10 ➡ 10 ➡
個人サービス業 ― ― ― ― ― ▲ ３２ ▲ 8 ➡ ▲ ２３ ➡

（４）設備ＤＩ・労働力ＤＩ
設備ＤＩ 労働力ＤＩ

2021年
10～12月期

（前回調査）

2022年
₁～₃月期

（今回調査）

2022年
₄～₆月期
（先行き）

2021年
10～12月期

（前回調査）

2022年
₁～₃月期

（今回調査）

2022年
₄～₆月期
（先行き）前回調査比 今回調査比 前回調査比 今回調査比

全　産　業 ▲ 10 ▲ 9 ➡ ▲ 9 ➡ ▲ 42 ▲ 44 ➡ ▲ 42 ➡
製　造　業 ▲ 5 ▲ 3 ➡ ▲ 5 ➡ ▲ 37 ▲ 45 ➡ ▲ 36 ➡
食料品製造業 ▲ 6 6 ➡ ▲ 16 ➡ ▲ ２4 ▲ ３２ ➡ ▲ ３7 ➡
食料品以外の製造業 ▲ 4 ▲ 7 ➡ 0 ➡ ▲ 4２ ▲ 51 ➡ ▲ ３6 ➡

非 製 造 業 ▲ 12 ▲ 11 ➡ ▲ 11 ➡ ▲ 43 ▲ 43 ➡ ▲ 45 ➡
建　 設　 業 ▲ ３ ▲ 4 ➡ 0 ➡ ▲ 59 ▲ 6２ ➡ ▲ 59 ➡
生産財卸売業 ▲ 5 5 ➡ 5 ➡ ▲ ２9 ▲ 9 ➡ ▲ 14 ➡
消費財卸売業 ▲ 8 ▲ ２7 ➡ ▲ 40 ➡ ▲ ２5 ▲ 40 ➡ ▲ 56 ➡
小　 売　 業 ▲ 14 ▲ ３ ➡ ▲ 7 ➡ ▲ ２4 ▲ ２0 ➡ ▲ ３0 ➡
運　 輸　 業 ▲ 9 0 ➡ 0 ➡ ▲ 8２ ▲ 80 ➡ ▲ 80 ➡
事業所サービス業 ▲ 16 ▲ 17 ➡ ▲ 15 ➡ ▲ 49 ▲ 50 ➡ ▲ 45 ➡
個人サービス業 ▲ ２5 ▲ ３３ ➡ ▲ ２7 ➡ ▲ 40 ▲ 54 ➡ ▲ 55 ➡

（３）仕入価格ＤＩ・販売価格ＤＩ
仕入価格ＤＩ 販売価格ＤＩ

2021年
10～12月期

（前回調査）

2022年
₁～₃月期

（今回調査）

2022年
₄～₆月期
（先行き）

2021年
10～12月期

（前回調査）

2022年
₁～₃月期

（今回調査）

2022年
₄～₆月期
（先行き）前回調査比 今回調査比 前回調査比 今回調査比

全　産　業 42 56 ➡ 58 ➡ 1 8 ➡ 13 ➡
製　造　業 52 65 ➡ 71 ➡ 3 18 ➡ 22 ➡
食料品製造業 ２4 6３ ➡ 74 ➡ 0 16 ➡ ２6 ➡
食料品以外の製造業 6２ 65 ➡ 70 ➡ 4 ２0 ➡ ２0 ➡

非 製 造 業 39 53 ➡ 52 ➡ 1 4 ➡ 10 ➡
建　 設　 業 59 86 ➡ 86 ➡ 0 ▲ ３ ➡ 10 ➡
生産財卸売業 59 68 ➡ 71 ➡ ３6 ２３ ➡ 4３ ➡
消費財卸売業 ２３ 55 ➡ 64 ➡ ▲ ３1 18 ➡ 18 ➡
小　 売　 業 ２4 ３0 ➡ ３7 ➡ ３ 7 ➡ 17 ➡
運　 輸　 業 91 100 ➡ 88 ➡ 10 1３ ➡ 1３ ➡
事業所サービス業 14 ２4 ➡ ２２ ➡ ▲ 5 0 ➡ ▲ 5 ➡
個人サービス業 40 58 ➡ 50 ➡ ▲ 15 ▲ 8 ➡ ▲ 9 ➡

※在庫ＤＩの“―”は該当なしの業種
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規模
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

9人以下  15社 ▲ 11 ▲ ２0 ➡ ▲ ２0 ➡
10～19人  31社 ▲ ３9 ▲ ２8 ➡ ▲ 10 ➡
20～29人  22社 0 ▲ 4 ➡ ▲ 18 ➡
30～49人  42社 ▲ 15 ▲ 17 ➡ ▲ ２6 ➡
50～299人 93社 ▲ ２0 ▲ ２３ ➡ ▲ 14 ➡
300人以上 23社 0 ▲ ３9 ➡ ▲ 1３ ➡

地域
前回実績
2021年

10～12月期

今回実績
2022年

₁～₃月期

先行き
2022年

₄～₆月期前回比 今　回
実績比

熊本県 226社 ▲ 18 ▲ ２２ ➡ ▲ 16 ➡
熊本市 144社 ▲ ２２ ▲ ２5 ➡ ▲ ２4 ➡
県　北 27社 ３ ▲ 15 ➡ 4 ➡
県　央 14社 ▲ ２4 ▲ ２0 ➡ ▲ ２1 ➡
県　南 41社 ▲ 15 ▲ 17 ➡ 0 ➡

（７）地域別業況ＤＩの推移（2015年₃月調査～）

（６）規模別・地域別業況ＤＩ　


